
－  １  －

公益社団法人

法人ニュース

桐生商工会議所会館 4階
☎（0277）45-1211番

公益社団法人 桐生法人会
発行人 津久井  真澄
編　集 広 報 委 員 会

第115号
（通算163号）

令和４年10月25日
発 行 所  
〒376-0023

桐生市錦町3丁目1番25号

2022年

木版（水性凹凸版）・和紙

桐生の誇る日本の名画
大川美術館（№91）

hide in steam

佐野 広章

目　次

大川美術館

桐生税務署

群馬県法人会連合会

行政県税事務所

1P

2P

4P

7P

　
大
川
美
術
館
で
は
、
10
月
8
日
か
ら

12
月
18
日
ま
で
、
桐
生
出
身
、
も
し
く

は
在
住
の
ア
ー
テ
ィ
ス
ト
た
ち
に
よ
る

グ
ル
ー
プ
展
「
桐
生
の
ア
ー
テ
ィ
ス
ト

2
0
2
2
　
N
a
t
u
r
a
l 

m
i
n
d 

a
n
d 
n
a
t
u
r
a
l 

c
o
l
o
r
」
展
を
開
催
し
ま
す
。

　
こ
の
展
覧
会
の
テ
ー
マ
は
、
タ
イ
ト

ル
通
り
「
ナ
チ
ュ
ラ
ル
カ
ラ
ー
」
で
す
。

豊
か
な
自
然
に
囲
ま
れ
、
そ
し
て
江
戸

時
代
か
ら
「
織
都
」
と
し
て
繁
栄
し
た

桐
生
に
は
、
繊
細
で
、
奥
深
い
色
彩
の

感
覚
が
今
も
息
づ
い
て
い
ま
す
。

　
最
近
桐
生
市
で
は
、「
球
都
桐
生
」
と

称
し
て
野
球
を
テ
ー
マ
に
し
た
公
民
連

携
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
活
動
を
推
進
し

て
い
ま
す
。「
織
都
」と
な
ら
ん
で「
球
都
」

と
な
る
よ
う
で
す
が
、
わ
た
し
に
は
、

こ
れ
ら
に
加
え
て
「
美
都
」（
ア
ー
ト
）

桐
生
も
い
い
の
で
は
な
い
か
と
お
も
っ

て
い
ま
す
。
そ
れ
ほ
ど
、
こ
の
桐
生
の

地
域
に
は
、
美
術
、
芸
術
に
関
心
の
あ

る
方
が
多
く
、
ま
た
豊
か
な
自
然
に

囲
ま
れ
な
が
ら
創
作
を
つ
づ
け
て
い
る

ア
ー
テ
ィ
ス
ト
も
豊
富
だ
か
ら
で
す
。

　
一
方
で
、
こ
れ
ま
で
前
へ
、
前
へ
と

進
む
こ
と
だ
け
に
傾
い
て
い
た
わ
た
し

た
ち
に
と
っ
て
、
2
年
以
上
に
わ
た
る

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
「
自
粛
」

は
、
一
度
立
ち
止
ま
っ
て

今
ま
で
の
「
暮
ら
し
」
を

考
え
な
お
す
機
会
に
も
な

っ
た
の
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
。

　
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
の
今
、

豊
か
な
自
然
と
向
き
合
い

な
が
ら
、
気
負
う
こ
と
な

く
、
n
a
t
u
r
a
l 

m
i
n
d

－

自
然
体
で
創

作
す
る
桐
生
の
ア
ー
テ
ィ

ス
ト
た
ち
の
作
品
を
ご
覧

い
た
だ
き
、
心
の
豊
か
さ

を
取
り
戻
し
、
こ
れ
か
ら
の
わ
た
し
た

ち
の
日
常
を
見
直
す
き
っ
か
け
に
し
て

い
た
だ
け
れ
ば
と
お
も
い
ま
す
。

　
参
加
し
て
い
た
だ
く
ア
ー
テ
ィ
ス
ト

の
み
な
さ
ん
は
、
つ
ぎ
の
通
り
で
す
。

菊
池
雄
介
、
佐
野
広
章
、
土
田
好
江
、

難
波
多
輝
子
、
平
岩
葉
子
、
堀
越
達
人
、

村
田
佳
彦
、R
I
P
P
L
E  

Y
ō
H
I
N
T
E
N
、

さ
ら
に
特
別
出
品
と
し
て
「
天
然
染
色

研
究
所
」
を
主
宰
す
る
田
島
勝
博
。（
五

十
音
順
、敬
称
略
）
展
示
作
品
は
、絵
画
、

版
画
、
立
体
、
テ
キ
ス
タ
イ
ル
、
漆
工
芸
、

服
飾
、
写
真
等
、
実
に
多
彩
で
す
。

　
な
お
こ
の
展
覧
会
は
、
同
時
期
に
開

催
さ
れ
る
「
桐
生
市
有
鄰
館
ビ
エ
ン
ナ

ー
レ
2
0
2
2
」（
会
期
：
10
月
7
日
〜

10
月
23
日
、
会
場
：
桐
生
市
有
鄰
館
、

主
催
：
桐
生
市
、
桐
生
市
有
鄰
館
運
営

委
員
会
）
と
連
携
協
力
し
て
い
ま
す
。

（
大
川
美
術
館
館
長
・
田
中
　
淳
）
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税を考える週間 11月 11日（金） ～ 17 日（木）税を考える週間 11月 11日（金） ～ 17 日（木）

　国税庁では、国民の皆様に租税の意義や役割、税務行政に対する知識と理解を深めていただくため、

１年を通じて租税に関する啓発活動を行っていますが、毎年11月11日から17日を「税を考える週間」

として、集中的に様々な広報広聴施策を実施しています。

　今年の「税を考える週間」は、新たにテーマを「これからの社会に向かって」として、桐生税務署では、

以下のとおり関係民間団体などと共催した行事が計画されています。

令和４年度　税を考える週間行事
月　　日 時  間 主　　催 会　　場行 事 名

e-Tax  eLTAX PRイベント
（かさかけ商工フェア）

９月 29 日（木）
桐生税務署管内
税務関係団体連絡協議会
（笠懸町商工会）

桐生大学グリーンアリーナ
（みどり市民体育館）

・桐生税務署　　
・桐生行政県税事務所
・桐生地区納税貯蓄組合連合会
・桐生税務署管内青色申告会連合会

桐生税務署管内
税務関係団体連絡協議会

桐生市役所
みどり市役所

小学生
「税に関する絵はがき」展示

桐生税務署長講演会

納税表彰式

10：00～

e-Tax  eLTAX PRイベント
（末広町防犯防災イベント）

10 月 16 日（日）
桐生税務署管内
税務関係団体連絡協議会
（桐生市末広町商店街振興組合）

末広町通り10：00～

11 月 10 日（木）

11 月 11 日（金）

11月11日（金）～
11月17日（木）

11月11日（金）～
11月30日（水）

11月11日（金）～
11月30日（水）

15：00～

15：00～

「税に関する高校生の作文」
展示

・公益社団法人
　桐生法人会（女性部会）
・桐生税務署管内租税教育
　推進協議会

桐生商工会議所

桐生商工会議所

桐生地区納税貯蓄組合連合会
中学生
「税についての作文」展示

桐生税務署（11日～30日）
群馬県庁（11日～17日）
桐生市役所（11日～17日）
みどり市役所（11日～17日）

終日

終日

終日
・桐生税務署
・桐生税務署管内
　租税教育推進協議会
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群
馬
県
法
人
会
連
合
会
で
は
、
県
内
の

会
員
企
業
か
ら
の
税
制
に
対
す
る
意
見
・

要
望
を
取
り
ま
と
め
「
令
和
5
年
度
税
制

改
正
に
関
す
る
提
言
書
」
を
策
定
。6
月

20
日
に
齋
藤
県
連
会
長
と
税
制
委
員
会

の
連
名
に
て
、
小
林
全
法
連
会
長
に
提
出

し
た
。

　
提
言
で
は
、
会
員
を
対
象
に
実
施
し
た

「
税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

結
果
及
び
各
単
位
会
で
策
定
し
た
提
言

の
内
容
が
集
約
さ
れ
て
い
る
。

　
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
り
疲
弊
し
た
中
小
企

業
の
存
続
と
コ
ロ
ナ
収
束
後
の
持
続
的

な
経
済
の
回
復
と
成
長
を
促
す
政
策
を

提
言
の
主
眼
と
し
て
「
持
続
可
能
な
社
会

保
障
制
度
の
構
築
」・「
事
業
承
継
税
制

の
拡
充
」・「
デ
ジ
タ
ル
化
の
推
進
と
行

政
改
革
の
徹
底
」な
ど
、「
中
小
企
業
の
活

性
化
に
資
す
る
税
制
の
確
立
」
が
要
望
に

盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

　
今
後
は
各
県
連
か
ら
の
提
言
を
ベ
ー

ス
に
「
令
和
5
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る

提
言
」
を
作
成
。そ
の
後
は
秋
以
降
に
税

制
委
員
を
中
心
と
す
る
役
員
に
よ
り
、

国
・
全
国
の
地
方
自
治
体
・
政
党
等
に

対
し
て
改
正
実
現
に
向
け
た
要
望
活
動

を
展
開
す
る
。

《
基
本
的
な
課
題
》

■
税
・
財
政
改
革
の
在
り
方

 

⒈ 

財
政
健
全
化
に
向
け
て

　
コ
ロ
ナ
禍
対
策
に
よ
り
、
我
が
国
は
多

額
の
財
政
支
出
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い

る
。こ
う
し
た
中
で
、
2
0
2
5
年
度
の

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
黒
字
化
目
標

は
大
き
く
後
退
す
る
と
見
ら
れ
て
い
る
。

　
新
型
コ
ロ
ナ
が
収
束
し
た
ら
、
直
ち
に

本
格
的
な
税
制
改
革
に
乗
り
出
せ
る
よ

う
準
備
を
し
て
お
く
こ
と
が
大
切
で
あ

る
。そ
の
際
に
は
財
政
健
全
化
は
歳
出
・

歳
入
の
一
体
的
改
革
に
よ
っ
て
進
め
る

こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
特
に
歳
出
に
つ
い

て
は
聖
域
を
設
け
ず
、
分
野
別
の
具
体
的

な
削
減
方
策
と
工
程
表
を
明
示
し
、
着
実

に
改
革
を
実
行
す
る
よ
う
求
め
る
。

 

⒉ 

社
会
保
障
制
度
に
対
す
る
基
本
的
な

考
え
方

　
我
が
国
は
急
速
な
少
子
高
齢
化
が
進
行

し
て
お
り
、
2
0
4
0
年
に
は
高
齢
者
人

口
が
ピ
ー
ク
を
迎
え
、
団
塊
の
世
代
が
後

期
高
齢
者
と
な
る
2
0
5
0
年
が
迫
っ
て

い
る
。

（
一
）診
療
報
酬
体
系
の
見
直
し
と
ジ
ェ
ネ

リ
ッ
ク
医
薬
品
の
普
及（
二
）介
護
保
険
は

真
に
要
否
を
判
定
す
る
な
ど
、給
付
と
負

担
の
あ
り
方
の
見
直
し（
三
）高
所
得
者
の

年
金
給
付
の
削
減
と
生
活
保
護
給
付
の
適

正
化

 

⒊ 

行
政
改
革
の
徹
底

　
行
政
改
革
の
取
組
は
極
め
て
不
十
分

で
あ
り
、
遅
々
と
し
て
進
ま
ず
、
か
え

っ
て
肥
大
化
し
つ
つ
あ
る
。
厳
し
い
経

済
環
境
の
中
、
国
民
に
負
担
を
求
め
る

た
め
に
は
、
国
・
地
方
に
お
い
て
、
徹

底
し
た
行
政
改
革
が
必
要
で
あ
る
。

（
一
）
国
・
地
方
に
お
け
る
議
員
定
数
の

削
減
、
歳
費
の
抑
制
　（
二
）
国
・
地
方

公
務
員
の
人
員
削
減
、
人
件
費
の
抑
制

　（
三
）
特
別
会
計
と
独
立
行
政
法
人
な

ど
の
見
直
し
に
よ
る
無
駄
の
削
減
　

（
四
）
民
間
活
力
を
阻
害
す
る
各
種
規
制

を
撤
廃
し
、
民
間
に
で
き
る
こ
と
は
民

間
に
任
せ
成
長
に
繋
げ
る
。　（
五
）
既

得
権
益
構
造
に
根
ざ
す
「
官
」
か
ら
「
民
」

へ
の
天
下
り
人
事
等
の
禁
止

 

⒋ 

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度

（
一
）
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
は
公
平
で
効

率
の
良
い
社
会
保
障
制
度
の
基
盤
と
し

て
活
用
し
、
納
税
、
年
金
、
医
療
な
ど

に
関
す
る
手
続
き
の
簡
素
化
、
事
務
の

効
率
化
に
よ
り
行
政
コ
ス
ト
の
削
減
な

ど
に
つ
な
げ
る
必
要
が
あ
る
。

（
二
）
令
和
4
年
4
月
1
日
現
在
の
群
馬

県
内
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
取
得
率

は
36.7
％
と
全
国
平
均
（
43.3
％
）
を
大
き

く
下
回
り
、
都
道
府
県
別
で
は
全
国
44

位
に
低
迷
し
て
い
る
。
健
康
保
険
証
・

免
許
証
と
し
て
の
利
用
が
可
能
と
な
る

な
ど
、
制
度
の
整
備
は
進
み
つ
つ
あ
る

が
、
引
き
続
き
利
用
範
囲
の
拡
大
を
行

っ
て
い
た
だ
く
こ
と
を
要
望
す
る
。

（
三
）
制
度
の
適
格
な
運
営
の
た
め
、「
国

民
大
多
数
の
カ
ー
ド
取
得
が
不
可
欠
」

で
あ
る
状
況
を
早
急
に
整
備
す
る
こ
と

が
重
要
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
行
政
手

続
き
の
個
人
認
証
の
際
に
は
、
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
利
用
を
必
要
に
す
る

な
ど
、
取
得
拡
大
に
向
け
た
諸
施
策
を

検
討
願
い
た
い
。

（
四
）
デ
ー
タ
漏
洩
防
止
や
シ
ス
テ
ム
の

管
理
等
に
は
徹
底
し
た
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

対
策
が
必
要
で
あ
る
。

■
経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策

 

⒈ 

中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る
税
制

措
置

（
一
）
軽
減
税
率
の
本
則
化
と
適
用
所
得

の
引
き
下
げ

　
中
小
企
業
者
等
の
年
所
得
8
0
0
万

円
以
下
の
部
分
に
適
用
さ
れ
る
法
人
税

の
軽
減
税
率
15
％（
本
則
課
税
19
％
）の
適

用
期
限
が
延
長
さ
れ
た
が
、
依
然
と
し
て

租
税
特
別
措
置
法
に
よ
る
時
限
措
置
の

ま
ま
で
あ
り
本
則
化
す
べ
き
で
あ
る
。

（
二
）法
人
税
の
軽
減
措
置

　
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
の
法
人
実
効
税
率

の
平
均
は
25
％
、
ア
ジ
ア
主
要
国
10
カ
国

の
平
均
は
22
％
と
な
っ
て
お
り
、
依
然
と

群
馬
県
法
人
会
連
合
会

令
和
５
年
度 

税
制
改
正
要
望
ま
と
ま
る
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し
て
我
が
国
の
水
準
は
高
い
。こ
の
た

め
、
国
際
競
争
力
強
化
な
ど
の
観
点
か

ら
、
法
人
実
効
税
率
引
き
下
げ
を
求
め

る
。ま
た
、
創
業
間
も
な
い
事
業
体
へ
の

課
税
免
除
又
は
軽
減
措
置
な
ど
特
段
の

配
慮
を
求
め
る
。

（
三
）
優
良
申
告
法
人
に
対
す
る
法
人
税

の
一
時
的
軽
減
　
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡

大
に
伴
い
、
地
域
経
済
を
担
う
中
小
企

業
、
小
規
模
事
業
者
の
経
営
状
況
は
極
め

て
厳
し
い
状
況
と
な
っ
て
い
る
。こ
う
し

た
状
況
下
に
お
い
て
も
、
適
正
申
告
に
積

極
的
な
中
小
企
業
優
良
申
告
法
人
に
対

し
て
、
一
時
的
に
法
人
税
を
減
税
す
る
よ

う
な
優
遇
措
置
を
要
望
す
る
。

（
四
）退
職
給
与
引
当
金
制
度
の
復
活

平
成
14
年
に
連
結
納
税
制
度
の
創
設
に

伴
い
、
退
職
給
付
引
当
金
の
計
上
が
経
過

期
間
を
経
て
廃
止
さ
れ
た
が
、
退
職
金
を

支
払
う
法
人
に
退
職
給
付
債
務
が
存
在

す
る
こ
と
は
事
実
で
あ
り
、
こ
の
よ
う
な

債
務
の
発
生
金
額
を
適
時
適
切
に
損
金

と
し
て
処
理
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

 

⒉ 

事
業
承
継
税
制
の
拡
充

　
地
域
経
済
を
支
え
る
中
小
企
業
は
経
営

者
層
の
高
齢
化
も
進
み
、
技
術
の
伝
承
・

事
業
承
継
に
は
多
く
の
困
難
が
あ
る
。関

連
法
規
を
整
備
し
事
業
承
継
の
推
進
を
図

ら
な
け
れ
ば
、
我
が
国
の
産
業
構
造
並
び

に
地
域
社
会
を
支
え
続
け
て
き
た
担
税
基

盤
が
損
な
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

（
一
）欧
州
主
要
国
の
よ
う
に
中
小
企
業
の

活
性
化
を
目
的
に
「
事
業
用
資
産
を
一
般

資
産
と
切
り
離
し
、
事
業
用
資
産
へ
の
課

税
を
軽
減
あ
る
い
は
免
除
す
る
制
度
の
創

設
」を
求
め
る
。

（
二
）生
前
贈
与
の
さ
ら
な
る
拡
充
や
納
税

猶
予
制
度
の
特
例
措
置
を
延
長
す
る
な

ど
、弾
力
的
な
対
応
を
求
め
る
。

（
三
）中
小
企
業
の
未
上
場
株
式
の
評
価
方

法
を
見
直
し
、
経
営
権
の
安
定
し
た
継
承

の
た
め
に
も
「
払
い
込
み
金
額
に
よ
る
評

価（
旧
額
面
）」と
す
べ
き
で
あ
る
。

 
⒊ 
消
費
税
引
き
上
げ
に
伴
う
対
応
措
置

（
一
）
軽
減
税
率
制
度
は
事
業
者
の
事
務

負
担
が
大
き
く
、
税
制
の
簡
素
化
、
税

務
執
行
コ
ス
ト
等
の
観
点
か
ら
問
題
が

多
い
。
国
民
や
事
業
者
へ
の
影
響
、
低

所
得
者
対
策
の
効
果
等
を
検
証
し
、
是

非
を
含
め
て
見
直
し
が
必
要
で
あ
る
。

（
二
）
令
和
元
年
10
月
か
ら
消
費
税
が

10
％
へ
引
き
上
げ
ら
れ
、
令
和
5
年
10

月
か
ら
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
（
イ

ン
ボ
イ
ス
制
度
）
が
導
入
さ
れ
る
。
そ

の
際
に
は
「
適
格
請
求
書
」
等
の
保
存

が
仕
入
税
額
控
除
の
要
件
と
な
る
。
し

か
し
、
対
応
が
出
来
ず
に
、
制
度
の
導

入
を
機
に
廃
業
を
考
え
て
い
る
中
小
企

業
・
個
人
商
店
も
少
な
く
な
い
と
の
調

査
結
果
も
あ
る
。
法
人
会
が
か
ね
て
よ

り
要
望
し
て
い
る
「
単
一
税
率
の
維
持
」

を
改
め
て
つ
よ
く
要
望
す
る
。

（
三
）
令
和
5
年
10
月
か
ら
導
入
さ
れ
る

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
（
イ
ン
ボ
イ

ス
制
度
）
に
つ
い
て
は
、
適
格
請
求
書

発
行
事
業
者
へ
の
移
行
に
向
け
て
段
階

的
な
措
置
が
導
入
さ
れ
た
が
、
制
度
の

十
分
な
周
知
と
こ
れ
ま
で
消
費
税
免
税

事
業
者
で
あ
っ
た
小
規
模
事
業
者
等
へ

の
経
営
支
援
を
願
い
た
い
。

（
四
）
制
度
導
入
後
は
取
引
相
手
か
ら
不

当
な
仕
入
代
金
の
減
額
、
買
い
た
た
き
、

購
入
の
強
制
等
、
増
税
分
を
適
正
に
価

格
に
転
嫁
で
き
な
い
こ
と
の
無
い
よ
う
、

必
要
に
応
じ
た
監
視
や
措
置
が
必
要
で

あ
る
。

（
五
）
シ
ス
テ
ム
改
修
や
従
業
員
教
育
な

ど
、
事
務
負
担
が
増
大
す
る
中
小
企
業

に
対
し
て
、
特
段
の
配
慮
を
求
め
る
。

（
六
）
昨
年
4
月
か
ら
「
消
費
税
の
総
額

表
示
」
が
義
務
化
さ
れ
た
が
、
末
端
の

小
売
段
階
で
店
内
飲
食
・
テ
イ
ク
ア
ウ

ト
と
も
同
一
価
格
を
採
用
す
る
コ
ン
ビ

ニ
な
ど
、
軽
減
税
率
導
入
の
趣
旨
に
そ

ぐ
わ
な
い
措
置
を
取
る
ケ
ー
ス
が
散
見

さ
れ
る
の
で
、
徹
底
が
必
要
で
あ
る
。

 
⒋ 
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ

ョ
ン（
Ｄ
Ｘ
）支
援
の
充
実

　
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
に
向
け
た
経
済
構
造

の
転
換
・
好
循
環
の
実
現
を
図
る
た
め
、

企
業
の
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ

ー
シ
ョ
ン
（
Ｄ
Ｘ
）
に
向
け
た
投
資
促
進

税
制
が
創
設
さ
れ
た
。Ｄ
Ｘ
推
進
、顧
客

管
理
・
業
務
の
効
率
化
・
Ｂ
Ｃ
Ｐ
対
応
・

働
き
方
改
革
な
ど
の
面
で
大
変
重
要
だ

が
、
中
小
企
業
に
と
っ
て
は
Ｉ
Ｔ
人
材
の

確
保
や
資
金
確
保
面
等
で
大
き
な
課
題

が
あ
り
、
国
に
よ
る
一
層
の
支
援
を
求
め

る
。

■
地
方
の
あ
り
方

　
地
方
創
生
に
つ
い
て
は
、
新
た
な
創
業

支
援
等
だ
け
で
な
く
、
業
態
を
正
し
、
経

営
革
新
を
行
い
、
事
業
の
再
編
と
第
二
創

業
に
立
ち
向
か
う
中
小
零
細
企
業
承
継

に
は
新
た
な
支
援
が
必
要
で
あ
る
。社
会

構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
デ
ジ
タ
ル
化

の
課
題
も
あ
り
、
人
材
育
成
等
を
含
め
、

幅
広
く
、
手
厚
く
支
援
す
る
必
要
が
あ

る
。

■
法
人
税
関
係

 

⒈ 

役
員
報
酬
の
定
額
同
期
同
額
給
与
の

廃
止
・
役
員
給
与
の
損
金
算
入
の
拡
充

　
役
員
報
酬
は
年
額
契
約
で
あ
り
、
事
業

年
度
を
通
じ
て
月
々
支
払
額
が
変
動
し

て
も
、
事
業
年
度
総
額
で
合
っ
て
い
れ
ば

認
め
る
こ
と
を
要
望
す
る
。ま
た
、
役
員

報
酬
は
本
来
、
職
務
執
行
の
対
価
で
あ

り
、
原
則
と
し
て
損
金
算
入
で
き
る
よ
う

に
見
直
す
べ
き
で
あ
る
。

 

⒉ 

消
費
税
と
の
二
重
課
税
の
廃
止

　
消
費
税
と
二
重
課
税
と
な
っ
て
い
る

ガ
ソ
リ
ン
税
・
酒
税
等
は
即
刻
廃
止
す

べ
き
で
あ
る
。
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⒊ 

自
動
車
関
係
諸
税

　
ガ
ソ
リ
ン
税
を
含
む
自
動
車
関
係
諸

税
に
つ
い
て
は
、
国
際
的
に
み
て
も
過
重

な
負
担
と
な
っ
て
お
り
、
簡
素
化
・
軽
減

化
を
要
望
す
る
。し
か
し
な
が
ら
将
来
的

に
は
道
路
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
費
用
等
の

大
幅
な
増
加
が
予
想
さ
れ
る
た
め
、
仮
に

課
税
が
継
続
さ
れ
る
場
合
に
つ
い
て
は

「
道
路
特
定
財
源
に
戻
す
こ
と
」
を
含
め

て
議
論
を
要
望
す
る
。

 

⒋ 

印
紙
税
の
撤
廃

　
売
上
代
金
に
係
る
受
取
書
の
印
紙
税

非
課
税
額
が
3
万
円
未
満
か
ら
5
万
円

未
満
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
な
ど
、
過
去
の

法
人
会
の
要
望
は
実
現
し
て
き
た
。し
か

し
な
が
ら
、Ｉ
Ｔ
化
が
進
展
す
る
中
、

〝
紙
〞の
文
書
に
課
税
、
電
子
取
引
に
非
課

税
と
い
う
事
態
が
生
じ
て
お
り
、
印
紙
税

自
体
が
不
合
理
で
不
公
平
な
税
制
に
な

り
つ
つ
あ
る
。早
急
に
制
度
自
体
の
撤
廃

を
要
望
す
る
。

 

⒌ 

冠
婚
葬
祭
費
等

　
社
会
通
念
上
、
通
常
必
要
と
さ
れ
る
冠

婚
葬
祭
費
等
に
際
し
て
支
出
す
る
祝
い

金
・
香
典
花
輪
等
は
、
地
域
に
根
ざ
し
た

経
済
取
引
環
境
下
に
あ
る
中
小
零
細
企

業
に
と
っ
て
は
広
告
費
的
要
素
が
強
い

の
で
損
金
算
入
を
認
め
る
べ
き
で
あ
る
。

 

■
地
方
税
関
係

 

⒈ 

固
定
資
産
税
の
評
価
方
法
等
の
見

直
し

　
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
地
価
の
下

落
に
も
か
か
わ
ら
ず
地
価
実
勢
等
か
ら

見
て
も
税
負
担
が
重
く
な
っ
て
お
り
、
評

価
方
法
や
課
税
方
式
の
抜
本
的
な
見
直

し
が
必
要
で
あ
る
。加
え
て
事
業
用
資
産

へ
の
課
税
は
廃
止
を
含
め
て
見
直
し
す

る
必
要
が
あ
る
。ま
た
、
家
屋
に
つ
い
て

は
、
耐
用
年
数
を
は
る
か
に
経
過
し
た
も

の
が
か
な
り
の
評
価
額
を
構
成
し
て
い

る
。再
取
得
価
格
方
式
に
よ
り
評
価
し
て

い
る
が
、
評
価
方
法
の
見
直
し
を
検
討
す

る
必
要
が
あ
る
。

 
⒉ 
事
業
所
税
の
廃
止

　
事
業
所
税
は
固
定
資
産
税
と
二
重
課
税

的
性
格
を
有
す
る
と
と
も
に
、
中
核
都
市

（
人
口
30
万
人
以
上
）
等
だ
け
に
課
税
さ

れ
る
な
ど
、
課
税
対
象
と
な
る
基
準
等
が

不
公
平
で
あ
り
廃
止
を
求
め
る
。

《
そ
の
他
》

 

⒈ 

震
災
復
興

　
東
日
本
大
震
災
・
熊
本
地
震
・
北
海

道
胆
振
東
部
地
震
、
そ
の
他
に
も
数
多

く
の
災
害
が
発
生
し
、
財
政
出
動
・
義

援
金
等
で
支
援
を
し
て
る
が
、
継
続
し

て
い
く
こ
と
が
必
要

 

⒉ 

租
税
教
育

　
法
人
会
に
お
け
る
租
税
教
育
へ
の
取

り
組
み
は
、
子
ど
も
た
ち
が
税
の
意
義
・

使
途
等
を
理
解
し
、「
税
は
日
常
か
ら
切

り
離
せ
な
い
も
の
」
と
認
識
し
て
も
ら

う
た
め
の
重
要
な
事
業
と
位
置
づ
け
ら

れ
て
い
る
。
ま
た
、
税
に
関
わ
る
こ
と
の

み
な
ら
ず
契
約
や
消
費
者
教
育
、
選
挙
権

の
行
使
な
ど
、
子
ど
も
た
ち
が
「
実
社
会

で
必
要
な
知
識
」
が
身
に
つ
く
よ
う
な
カ

リ
キ
ュ
ラ
ム
の
構
築
を
要
望
す
る
。

 

⒊ 

「
電
子
申
告
・
電
子
納
税
」
e
‐
T
a
x 

と
e
L 

T
A
X

　
大
規
模
法
人
の
電
子
申
告
が
義
務
化

さ
れ
た
が
、
さ
ら
に
利
用
者
の
事
務
軽

減
を
図
る
べ
く
、
国
税
と
地
方
税
を
同

じ
シ
ス
テ
ム
で
電
子
申
告
・
納
税
で
き
る

よ
う
ｅ

-

Ｔ
ａ
ｘ
と
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
の
規

格
統
一
を
検
討
し
、
電
子
申
告
制
度
の

充
実
を
図
る
必
要
が
あ
り
、
電
子
申
告
・

電
子
納
税
の
更
な
る
利
用
促
進
に
向
け

て
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
と
し
て
の
法
人
・

個
人
に
対
す
る
恒
常
的
な
税
額
控
除
制

度
等
の
創
設
を
求
め
る
。

 

⒋ 

環
境
問
題
に
対
す
る
教
育
の
充
実

　
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
概
念
が
普
及
し
、
環
境

保
全
・
脱
炭
素
社
会
へ
の
意
識
が
高
ま

っ
て
き
て
い
る
。
法
人
会
で
は
、
子
供

た
ち
に
税
の
仕
組
み
や
使
途
を
理
解
し

て
も
ら
う
た
め
の
「
租
税
教
育
活
動
」

を
実
践
し
て
い
る
が
、
次
代
を
担
う
子

供
た
ち
が
「
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ

ュ
ー
ト
ラ
ル
」
実
現
を
め
ざ
し
、
環
境

問
題
に
対
す
る
興
味
・
関
心
を
高
め
ら

れ
る
よ
う
、
教
育
現
場
に
お
け
る
「
環

境
教
育
」
に
つ
い
て
も
充
実
さ
れ
る
よ

う
要
望
し
た
い
。

 

⒌ 

水
源
税
の
創
設

　
群
馬
県
の
緑
と
県
民
税
と
同
様
の
趣
旨

で
利
根
川
の
水
を
利
用
す
る
首
都
圏
の
大

企
業
等
を
対
象
に
「
水
源
税
」
を
新
設
し
、

利
根
川
源
流
の
環
境
保
持
に
活
用
す
る
。

 

⒍ 

少
子
化
対
策

　
晩
婚
率
、
未
婚
率
の
高
さ
、
出
生
率

の
低
さ
が
少
子
化
の
理
由
と
言
わ
れ
る

が
、
現
在
行
わ
れ
て
い
る
対
策
は
、
子

育
て
支
援
が
中
心
で
あ
る
傾
向
が
強
い

と
思
わ
れ
る
。

　
先
進
各
国
の
良
い
制
度
を
採
り
入
れ
、

子
育
て
支
援
と
並
行
し
て
、
晩
婚
と
未

婚
の
対
策
が
必
要
で
あ
る
。
低
所
得
者

の
未
婚
率
の
高
さ
を
鑑
み
、
税
制
面
か

ら
も
結
婚
適
齢
世
代
が
結
婚
し
、
子
供

を
産
み
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
社
会
づ

く
り
と
環
境
づ
く
り
が
必
要
で
あ
る
。

 

⒎ 

提
言
の
あ
り
方

　
法
人
会
が
中
小
企
業
の
声
を
発
信
す

る
組
織
で
あ
る
こ
と
を
よ
り
積
極
的
に
、

よ
り
強
く
ア
ピ
ー
ル
す
る
た
め
「
税
制

改
正
要
望
大
会
」
の
復
活
を
引
き
続
き

強
く
要
望
す
る
。

　
全
国
会
員
か
ら
の
意
見
集
約
を
し
た

上
で
の
提
言
発
信
が
筋
で
は
あ
る
が
、

全
法
連
と
し
て
も
、
税
制
小
委
員
会
を

核
に
意
見
を
速
や
か
に
ま
と
め
る
こ
と

が
可
能
で
あ
り
、「
税
の
オ
ピ
ニ
オ
ン
リ

ー
ダ
ー
」
と
し
て
必
要
な
行
動
で
あ
る

と
考
え
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
以
上

　

－  6  －



－  7  －

E-mail : main@taiyo-printing.com
FAX.0277－45－2024
T E L .0277－45－2016

群馬県桐生市三吉町2丁目7番53号

1 冊から 承ります！印 刷

キーホル
ダーマグカッ

プ
Tシャ

ツうちわ

紙の他にも色々な商品に印刷をする事が可能です。
詳しくはお問い合せ下さい。

etc...

みどり市大間々町大間 1々002
TEL. 0277-72-2221

自動車税・軽自動車税等の納税は、口座振替が便利です
税金の納め忘れの心配がなくなり、金融機関等に出向く必要もないため、感染症予防にもなります。

　申込はがきに必要事項の記入、届出印の押印をし、ポストに投函。
　申込みはがきは、行政県税事務所・各金融機関にあります。

自動車税

　市内の金融機関、市納税課、新里・黒保根支所、境野・広沢・梅田・相生・
川内・菱公民館で手続きできます。
　必要なものは、口座番号がわかるもの（通帳など）、届出印

軽自動車税・各種市税（桐生市）

　市内の金融機関、市納税課、大間々庁舎、東支所で手続きできます。
　必要なものは、口座番号がわかるもの（通帳など）、届出印

軽自動車税・各種市税（みどり市）

【お問合せ先】　群馬県桐生行政県税事務所県税課（桐生市相生町2-331）電話0277-53-2113

　　　桐生市　電話㈹0277-46-1111　みどり市　電話 0277-76-0956軽自動車税については、
各市へお問合せください。→

みどモス

キノピー

申 込 方 法
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群馬支社/

TEL 027-223-5260

群馬支店/

TEL 027-223-5771


